一般社団法人埼玉県老人福祉施設協議会
就　業　規　則
 

事業所名　一般社団法人埼玉県老人福祉施設協議会
所 在 地　埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷4-2-65
 -
（目的）
第１条　この就業規則（以下「規則」という。）は、一般社団法人埼玉県老人福祉施設協議会（以下
「本会」という。）の従業員の労働条件、服務規律、その他の就業に関する事項を定めたものである。
２　この規則に定めのない事項については、労働基準法、その他法令の定めるところによる。
 

　（従業員）
第２条      この規則で従業員とは、所定の手続きにより本会に採用された者をいう。
２　従業員を次のように区分する。
①　常勤従業員　　雇用期間を定めずに常勤として採用された者
　②　非常勤従業員　雇用期間に定めがあり、１日又は１週間の所定労働時間が常勤従業員より短い者
 

　（規則の遵守）
第３条　本会及び従業員は、ともにこの規則を守り、相協力して業務の運営に当たらなければならない。
 
（採用手続き及び提出書類）
第４条　本会は、就職希望者のうちから選考して採用する。採用の際、本会が指定する書類を提出しな

ければならない。

２　従業員に採用された者は、採用の日から３か月間の試用期間を設け、試用期間中または試用期間満了の際、引き続き従業員として勤務させることが不適当と認められる者については、本採用は行わない。ただし、試用期間中は勤続年数に通算する。
 

　（労働条件の明示）
第５条　本会は、従業員の採用に際しては、採用時の賃金、就業場所、従事する業務、労働時間、休日、
その他の労働条件を明らかにするための労働条件通知書及びこの規則の写しを交付して労働条件を明
示するものとする。
 

　（非常勤従業員の雇用期間）
第６条      非常勤従業員の雇用期間は１年以内とし、会計年度を超えないものとする。ただし、更新ができるものとする。
（服務及び秘密保持）
第７条　従業員は、職務上の責任を自覚し、誠実に職務を遂行するとともに、本会の指示命令を守り、
職場の秩序の維持に努めなければならない。
２　従業員は本会の業務ならびに従業員の身上に関し、その職務上知り得た事項については、在職中はもちろん退職後といえども、みだりに公表してはならない。
　（労働時間及び休憩時間）
第８条　常勤従業員の労働時間及び休憩時間は、次のとおりとする。
(１)　常勤従業員の労働時間は、１週間について４０時間以内、１日については８時間以内とする。
(２)　始業・終業時刻及び休憩時間は、次のとおりとする。ただし、業務の都合その他特別の事情がある場合は、これらを繰り上げ、又は繰り下げることがある。
	始業・終業時刻
	休憩時間

	始業　　午前　８時３０分
終業　　午後　５時３０分
	１２時００分から
１３時００分まで


 

２　非常勤従業員の労働時間及び休憩時間は、次のとおりとする。
(１)　非常勤従業員の労働時間は、１週間について３２時間以内、１日について８時間以内とする。
(２)　非常勤従業員の各日の始業・終業時刻及び休憩時間は、原則として次のとおりとし、採用の際に本人の事情を勘案して決定し、労働条件通知書に明示する。ただし、業務の都合その他特別の事情がある場合は、労働条件通知書で定めた始業・終業時刻を変更することがある。
	始業・終業時刻
	休憩時間

	始業　　午前　８時３０分
終業　　午後　５時３０分
	１２時００分から
１３時００分まで


(３)　１日の労働時間が６時間を超える場合は４５分、８時間を超える場合は１時間の休憩時間を労
働時間の途中に与える。
 

　（休日）
第９条　常勤従業員及び非常勤従業員の休日は、土、日曜日及び国民の祝日並びに年末・年始の休日

(１２月２９日～１月３日)とする。
２　業務の都合により必要やむを得ない場合は、あらかじめ前項の休日を他の日に振り替えることがある。
　（時間外及び休日労働）
第１０条　業務の都合により、第８条の労働時間を超え、又は前条の所定休日に労働させることがある。
この場合において、法定の労働時間を超える労働又は法定の休日における労働については、あらかじ

め本会は従業員代表と書面による協定を締結し、これを所轄の労働基準監督署長に届け出るものとす
る。
２　小学校就学前の子の養育又は家族の介護を行う従業員で時間外労働を短いものとすることを申し出
た者の法定の労働時間を超える労働については、前項後段の協定において別に定めるものとする。
３　非常勤従業員については、原則として時間外労働を命ずることはない。ただし、業務の都合により
やむを得ない場合は、第８条に定める労働時間を超えて労働させることがある。
 
　（年次有給休暇等）
第１１条　各年次ごとに所定労働日の８割以上出勤した従業員（週の所定労働日数が５日以上又は週の
所定労働時間が３０時間以上の非常勤従業員を含む。）に対しては、次の表のとおり継続勤務期間に応
じた日数の年次有給休暇を与える。
	継続
勤務期間
	６か月
	１年
６か月
	２年
６か月
	３年
６か月
	４年
６か月
	５年
６か月
	６年
６か月
以上

	付与日数
	１０日
	１１日
	１２日
	１４日
	１６日
	１８日
	２０日


２　非常勤従業員で、週所定労働時間が３０時間未満であり、週所定労働日数が４日以下又は年間所定労働日数が２１６日以下の者に対しては、次の表のとおり継続勤務期間に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	週所定
労働日数
	１年間の所定労働日数
	継続勤務期間

	
	
	６か月
	１年
６か月
	２年
６か月
	３年
６か月
	４年
６か月
	５年
６か月
	６年
６か月
以上

	４日
	１６９日～２１６日
	７日
	８日
	９日
	１０日
	１２日
	１３日
	１５日

	３日
	１２１日～１６８日
	５日
	６日
	６日
	８日
	９日
	１０日
	１１日

	２日
	７３日～１２０日
	３日
	４日
	４日
	５日
	６日
	６日
	７日

	１日
	４８日～　７２日
	１日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日


３　従業員は、次の各号に該当するときは、特別休暇を請求することができる。
(１)　結婚休暇

本人の結婚・・・６日以内　　　　

子の結婚・・・２日以内

(２)　配偶者の出産休暇・・・３日以内

(３)　忌引休暇

配偶者、子、父母の死亡・・・５日以内

兄弟姉妹、祖父母、配偶者の父母の死亡・・・３日以内

(４)　夏季休暇

　　一の年度の６月から９月までの期間内において、５日の範囲内

(５)　第1号の休暇は、少なくとも２週間前に文書をもって請求しなければならない。

４　第１項から第３項の休暇は、１日を単位として与える。ただし、業務に支障がないと認めるときは、時間を単位として与えることができる。
５　第１項から第３項の休暇は、従業員の届出に基づき与えるものとする。ただし、前第１項及び第２項の休暇は、業務に支障があると認めるときは、他の時期にあたえることができる。
６　第１項及び第２項の休暇は、次年度に限り繰り越すことができる。
７　第１項から第３項の休暇は、時間給（日給）として雇用する非常勤従業員に対しては、適用しない。
８　その他の有給休暇等については、本会で個別に決定する。　　

　
（賃金の構成）
第１２条　賃金の構成は、日給月給制対象者及び時間給制対象者とも次のとおりとする。

基 本 給
　　　　　　賃金　　　　通勤手当　　　　時間外労働割増賃金
割増賃金　　　  休日労働割増賃金
深夜労働割増賃金
 
　（基本給）
第１３条　常勤従業員及び非常勤従業員の基本給は日給月給制とし、本人の職務内容、経験、技能、勤

務成績、年齢等を考慮して各人ごとに決定する。
　　時間給（日給）として雇用する非常勤従業員の基本給は、雇用のつど別に定める。
２　雇入時の基本給は、労働条件通知書で明示する。
　（通勤手当）
第１４条　通勤手当は、通勤に要する実費を支給する。但し、月額１５０００円を上限とする。
（割増賃金）
第１５条　割増賃金は、次の算式により計算して支給する。
(１)　月給制の場合
①　時間外労働割増賃金（法定労働時間を超えて労働させた場合）
	基本給
	×１.２５×時間外労働時間数

	1か月平均所定労働時間数
	


②　休日労働割増賃金（法定休日に労働させた場合）
	基本給
	×１.３５×休日労働時間数

	1か月平均所定労働時間数
	


③　深夜労働割増賃金（午後10時から午前5時までの間に労働させた場合）
	基本給
	×０.２５×深夜労働時間数

	1か月平均所定労働時間数
	


　　　　　　　④　前①から③の１か月平均所定労働時間数は、次の算式により計算する。
	（３６５－年間所定休日日数）×1日の所定労働時間数


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２
　　　　　
　(２)　時間給制の場合
①　時間外労働割増賃金（法定労働時間を超えて労働させた場合）
　　　　　　　　　　時間給×１.２５×時間外労働時間数
②　休日労働割増賃金（法定休日に労働させた場合）
　　　　　　　　　　時間給×１.３５×休日労働時間数
③　深夜労働割増賃金（午後10時から午前5時までの間に労働させた場合）
　　　　　　　　　　時間給×０.２５×深夜労働時間数
 

　（年次有給休暇の賃金）
第１６条　年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。

ただし、非常勤従業員については平均賃金を支給する。
 

　（欠勤等の扱い）
第１７条　欠勤、遅刻、早退及び私用外出の時間については、１時間当たりの賃金額に欠勤、遅刻、早
退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を差し引くものとする。
 

　（賃金の計算期間及び支払日）
第１８条　賃金は、前月１６日から起算し、当月１５日を締め切りとした期間について計算し、当月１５日に支給する。但し、支払日が休日に当たるときは、その前日に繰り上げて支給する。
２　前項の計算期間の中途で採用され、又は退職した場合の賃金は、当該計算期間の所定労働日数を基準に日割計算して支払う。
 
　（賃金の支払いと控除）
第１９条　賃金は、通貨で直接、又は従業員の過半数を代表する者との協定により、従業員が希望した
場合は、本人の指定する金融機関の本人名義口座に振り込むことによりその全額を支払う。ただし、
次に掲げるものは、賃金から控除するものとする。
①　源泉所得税
②　住民税
③　健康保険（介護保険を含む。）及び厚生年金保険の保険料の被保険者負担分
④　雇用保険の保険料の被保険者負担分
⑤　従業員代表との書面による協定により賃金から控除することとしたもの
２　口座振込の場合は、所定賃金支払日の午前１０時までに払出しができるよう措置するものとする。
 

　（昇給）
第２０条　昇給は、毎年４月１日をもって、基本給について行うものとする。ただし、本会の業績に著しい低下その他やむを得ない事由がある場合には、この限りではない。
２　昇給額は、従業員の勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。
 

　（賞与）
第２１条　常勤従業員及び非常勤従業員(時間給をもって雇用する者を除く)の賞与は、本会の財政状況

　が良好な時に、原則６月、及び１２月に予算の範囲内で支給する。
 

　（定年・退職等）
第２２条　従業員の定年は、満６５歳とし、定年に達した日の属する年度の末日をもって退職とする。

２　前項の規定により退職した者について、従前の勤務実績等に基づく選考により、1年を超えない範

囲内で雇用期間を定め、再雇用することができる。

３　前項の雇用期間又はこの項の規定により更新された雇用期間は、1年を超えない範囲内で更新することができる。

４　第１項に定めるもののほか、従業員が次のいずれかに該当するときは退職とする。
①　退職を願い出て会社から承認されたとき、又は退職願を提出して１４日を経過したとき
②　期間を定めて雇用されている場合は、その期間を満了したとき
 ５　常勤従業員及び非常勤従業員(時間給をもって雇用する者を除く)の退職金は、本会で個別に定めるものとする。
　（解雇）
第２３条　従業員が次のいずれかに該当するときは、第４条で定める３か月間の試用期間を除き３０日
前に予告して解雇するものとする。
①　勤怠成績又は業務能率が著しく不良で、従業員としてふさわしくないと認められたとき
②　会社内外での刑法犯に該当する行為があったとき、また素行不良で、従業員としてふさわしくないと認められたとき

③　精神又は身体の障害により、業務に耐えられないと認められたとき
④　事業の縮小、その他事業の運営上やむを得ない事情により、従業員の減員が必要となったとき
⑤　その他前各号に準ずるやむを得ない事情があったとき
　
（規則の改廃）

第２４条　この規則の改廃は、理事会の承認を得て行うものとする。
附則
　　　　この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
附則
　　　　この規則は、平成３０年４月１日から施行する。
附則
　　　　この規則は、平成３１年４月１日から施行する。
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